　　　　　　　　　消防計画
１　目　的
この計画は、消防法第８条第１項に基づき、　　　　　　　　の防火管理業務に必要な事項を定め、火災の予防と、火災発生時における人命の安全、被害の軽減を図ることを目的とする。
　
２　適用範囲

この計画は、当該事業所に勤務又は出入りする全ての者に適用する。

３　管理権原者について

（１）この建物の防火について権原を有する者（管理権原者）は　　　　　　　　であり、防火管理業務について全ての責任を持つ。

（２）管理権原者は、防火管理者を選任し、防火管理者に消防計画を作成させ、消防計画に定められた防火管理業務を適正に行わせなければならない。
（３）管理権原者は、異動等により防火管理者が未選任の状態にならないようにしなければならない。

（４）管理権原者は計画内容の執行実態を踏まえ、防火管理者に随時この計画の見直しを指示することができる。
　また、この計画を見直した結果、内容を変更する必要があると認められた場合

は、防火管理者に対し、消防計画の変更を指示しなければならない。

（５）管理権原者は、火災予防上の自主検査、消防用設備等の法定点検、消防の立入検査等において発見された不備事項のうち、権原の範囲にあるものは速やかに改善しなければならない。
　　　また、不備事項のうち、その権原が他の関係者にあるものについては、その権原を有する関係者に連絡し、改修を依頼するものとする。
４　防火管理者について

　　防火管理者は、消防法に定められた資格を有する者のうち、管理的、監督的立場にあり、かつ、防火管理業務を適正に執行できる権限を持つ者を管理権原者が選任する。
　　防火管理者はこの計画が適正に行われるよう、従業員等を指揮監督しなければならない。

５　自衛消防組織について

　　自衛消防組織の長は　　　　　　　　　とする。また、初動体制の各担当は次のとおりとする。
（1） 初期消火は　　　　　　　が行う。
火災連絡を受けた者は、初期消火に協力しなければならない。

（2） 通報は　　　　　　　　　が行う。
（3） 避難誘導は　　　　　　　が行う。
（その他）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６　火災予防上の自主検査について

　　次の点について定期に確認を行い、不備があれば必要な措置を講じること。

　なお、この担当は　　　　　　　　　とする。

（１）火気使用設備及びその周辺の整理清掃と維持管理・・・（毎日確認）
（２）通路、出入口の物品の有無・・・（毎日確認）

（３）防火設備の閉鎖障害となる物品の有無・・・（毎日確認）

（４）消防用設備等（消火器等）の配置状況や外観上の破損の有無・・・（毎週確認）
（５）建物外観の異状（亀裂等）の有無・・・（毎月確認）

（その他）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
７　法定点検及び報告

（１）消防用設備等の点検

消防法第17条の3の3に規定される消防用設備等の法定点検は消防設備士又は点検有資格者に依頼して行う。

なお、この点検結果は　　　年に1回消防署に報告する。
（２）防火対象物定期点検（※対象は収容人員３００人以上の特定防火対象物又は特定一階段等防火対象物に限る）
　　消防法第8条の2の2に規定される防火対象物定期点検を点検有資格者に依頼して行い、1年に1回消防署に報告する。
　　ただし、消防法第8条の2の3に規定される特例認定を受けた場合はこの限り
でない。
８　避難経路の維持管理について

建物関係者は避難経路となる通路等や出入口には、通行の障害又は延焼媒体となる物品を置いてはならない。

（その他）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

９　防火上の構造の維持管理について

（１）難燃材以上で仕上げられた内装を、独自の判断で可燃材に変更してはならない。
変更を計画する場合は、消防法又は建築基準法に違反とならないかどうか、あらかじめ担当窓口に相談しなければならない。

（２）防火設備の周囲には閉鎖障害となる物品を置いてはならないほか、消防用設備等の法定点検、消防訓練又は防火教育のいずれかに併せて作動確認を行う。

10　収容人員の管理について

防火管理者は、収容能力を把握し、過剰な人員を収容しないよう従業員に徹底しなければならない。

11　消防訓練について

（１）訓練（消火、通報連絡、避難誘導）は　　月と　　月の年　　回実施する。

（２）防火管理者は訓練実施前に、実施日時及び内容を管轄消防署へ連絡しなければ

ならない。

12　防火教育について
　　防火管理者は消防訓練に併せて、勤務者に対し防火教育を行う。

　　また、　　　　　　　がある場合は、　　　　　　　に行う　　　　　　　の中で、消防設備の位置や避難管理等についても教育を行う。
13　工事中の防火管理

　　当建物で工事を行う際、危険物又は火花を発生させる恐れのある器具を使用する必要がある場合、施工業者はその工程の都度、あらかじめ防火管理者（不在の場合は従業員）に連絡する必要があること。
　　なお、防火管理者はこのことを施工業者にあらかじめ伝えるとともに、工事中は適宜状況を確認し、危険と感じた場合は直ちに、施工業者に対し必要な措置を取るよう指示すること。

14　災害発生時の対応について

（1） 火災時の対応
ア　火災発生を知った勤務者は、その旨を直ちに建物内にいる者に知らせるとともに、最寄りの消火器等を用いて初期消火活動を行う。
　　 イ　火災発生の連絡を受けた勤務者は初期消火に協力するほか、火災発生現場を確認した者のうち1名は１１９番通報を行う。
　　 ウ　全ての勤務者（初期消火活動又は通報を終えたものを含む）は避難誘導を行わなければならない。
（その他）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（2） 地震等、火災以外の災害時の対応

　　ア　地震発生時は揺れが収まった後ガス及び電源を遮断し、負傷者の有無を確認すること。

　　イ　負傷者がいる場合は、救護活動を行うとともに、必要に応じ消防へ通報すること。

　　ウ　地震により火災が発生した場合は上記（１）に準じて活動すること。
　　
15　災害発生時における消防隊への情報提供について

消防隊が到着したら、消火活動及び避難救護活動を消防隊に引き継ぎ、自身の安全を確保するために避難するものとし、消防隊の求めに応じて必要な情報を提供する。なお、提供する情報として次の項目について可能な限り把握しておくこと。
（１）出火箇所

（２）出火時の在館人数

（３）所在の確認ができていない人数
（４）所在不明者が最後にいた場所

（５）負傷者の有無

（６）危険物品の場所及び内容

（その他）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

16　消防機関との連絡について

　　防火管理者又は防火管理者から指示を受けた者は次の場合、消防機関との窓口となり連絡又は報告を行わなければならない。

（1） 消防訓練の実施計画（結果）報告
（2） 消防から立入検査の事前連絡があった場合の立入検査当日の立会い。
（3） 増築、改築、修繕、模様替え等、建物の変更を伴う工事を計画するとき。
（その他）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
17　防火管理業務の一部委託
（1） 防火対象物全体についての防火管理業務の一部を　　　　　　　　　　　　に委託する。

（２）受託者が行う防火管理業務の範囲は　　　　　　　　　　　　　　　とする。

（３）受託者が行う防火管理業務の方法は　　　　　　　　　　　　　　　とする。
（３）委託を受けて防火管理業務に従事するものは、管理権原者、統括防火管理者の指示又は命令を受けて適正に業務を実施するものとする。

【この計画は　　　　　年　　月　　日から施行する】

